
 福島の除染や復興に不可欠な施設である中間貯蔵施設の整備・運営管理等は、国が責任を
もって行う。 
 

 国が強い指揮監督権限を有する特殊会社（国100％出資）であり、かつ、ノウハウの蓄積された
専門組織である日本環境安全事業株式会社を活用できるよう、必要な規定の整備を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1. 会社の名称を「中間貯蔵・環境安全事業株式会社」に変更する。 
2. 法律の題名を「中間貯蔵・環境安全事業株式会社法」に変更する。 

 

1. 国は、中間貯蔵施設を整備し、その安全を確保する。 
2. 国は、中間貯蔵施設の周辺の地域の住民その他の関係者の理解と協力を得るために必要な措置を講ずる。 
3. 国は、中間貯蔵開始後30年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ずる。        等 

 会社は、国、県、県内の市町村その他の者の委託を受けて中間貯蔵に係る事業等を行う。 
   ※ 引き続き、PCB廃棄物処理事業等も行う。            

 ※ その他、区分経理の導入等所要の規定の整備を行う。 
 ※ この法律は、公布の日から起算して２月以内の政令で定める日から施行する（一部を除く。）。 
 

国の責務 

事業の範囲 

中間貯蔵施設の整備等のために必要な法律の改正について 
（日本環境安全事業株式会社法の一部を改正する法律案の概要） 

会社の名称、法律の題名 

 

1. 会社の発行済株式の総数保有と規定（現行法上は、過半数保有と規定。現時点では総数保有。） 
2. 政府の追加出資 
3. 追加出資に伴う資本金の増加の登記に係る登録免許税の非課税措置            

株式の政府保有、政府出資、課税の特例 


